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１２．ヨーネ菌 

 

１）ヨーネ菌の概要 

 

（１）病原体と疾病の概要 

ヨーネ菌（Mycobacterium avium subspecies paratuberculosis）は抗酸菌の１種であり、細胞壁成

分として多量に脂質を保有している（抗酸菌の共通特性）。本菌は鉄を利用する為のジデロフォア

ｰであるマイコバクチンを産生せず、人工培地で培養する為にはマイコバクチンの添加を必要とする。

また、発育速度も極めて遅く、寒天培地上で集落を形成するのに６週間以上を必要とする。さらに、

宿主体外では増殖出来ないとされているが、環境中に排菌されたヨーネ菌は長期間にわたって生

存する。 

ヨーネ菌の経口感染によって惹起されるヨーネ病は、牛、山羊、緬羊等の反芻動物の慢性肉芽

腫性腸炎として古くから知られている。本病は我が国では家畜伝染病予防法の法定伝染病に指

定されており、ヨーネ病として摘発・淘汰される牛は毎年 500〜1,000 頭となっている。諸外国では

我が国に比べヨーネ病の汚染率が高く、米国では 68％の酪農農家の環境材料からヨーネ菌生菌

が分離されたと報告され、欧州諸国の農場単位でのヨーネ病抗体陽性率は 10〜60％以上に達す

るとの報告がある。  

ヨーネ菌は反芻獣にのみ感染し病気を起こすと考えられていたが、反芻動物以外にも感染する

ことが明らかにされ、飼育サル（オナガザル科）でのヨーネ病集団感染やヒトの血液や乳汁からのヨ

ーネ菌分離も報告されている。特に、ヒトのクローン病の肉眼所見や病理学的所見とヨーネ病とに

類似性があることから、ヨーネ菌とクローン病の関連が疑われている。我が国のクローン病は厚生労

働省の難病に指定されており、現在の登録患者数は約３万、人口 10 万人に対して 21.4 人である。

一方、諸外国では米国、カナダ、欧州諸国でのクローン病発生率は我が国に比べて数倍高いと報

告されている。 

 

（２）食品汚染の実態 

ヨーネ病罹患牛では糞便中にヨーネ菌が検出されると共に、乳汁中や筋肉からもヨーネ菌が検

出されると報告されている。従って、市販乳や乳製品がヨーネ菌によって汚染される可能性があり

実際に、諸外国では市販乳や乳製品からヨーネ菌あるいはその遺伝子が検出されたとの報告があ

る。米国の３州における市販乳のヨーネ菌検査では、2.8％のサンプルからヨーネ菌が分離されたと

報告されている。我が国では牛乳や乳製品のヨーネ菌汚染に関する調査は行われていない。しか

し、諸外国に比べ乳牛のヨーネ病罹患率が低いことや、省令で定められた我が国の生乳の殺菌条

件（63℃30 分、あるいはそれと同等）ではヨーネ菌は死滅することから、国内産の乳製品についてヨ

ーネ菌が検出される可能性は低い。 
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（３）リスク評価と対策 

米国微生物学会（American Academy of Microbiology）は 2008 年に委員会報告としてヨーネ菌

とクローン病には関連があると公表している。しかし、この関連については、病原因子か、増悪因子

か、単なる共存因子なのかを今後究明することが重要であるとしている。2007 年にスイスで開催され

た TAFS（INTERNATIONAL FORUM FOR TRANSMISSIBLE ANIMAL DISEASES AND FOOD 

SAFETY） と FAO 及び OIE の共催により開催されたヨーネ菌と食品の安全に関するワークショップ

や、2008 年の TAFS からの「Recommended Risk Management Plan for Paratuberculosis」と題する

報告でもヨーネ菌と食の安全に関する問題が評価されている。いずれの報告においても、ヨーネ菌、

あるいはヨーネ病の診断が難しいことから、ヨーネ病の診断方法、ヨーネ菌の検出技術に関する研

究が重要であると指摘されている。我が国もヨーネ病の診断法に関わる問題は諸外国と同様である

が、本病を家畜伝染病に指定し、乳牛の全頭検査を行っているのは世界で我が国のみであり、そ

のような点からは家畜における対策レベルは高い。さらに、我が国では、食品衛生法、と畜場法等

によりヨーネ菌が食品に混入することを防ぐ対策が取られている。 



２）情報整理シート（ヨーネ菌）

概　要 引用文献

Mycobacterium avium  subspecies paratuberculosis/ ヨーネ
菌
　反芻動物に慢性肉芽腫性腸炎を起こす抗酸菌の１種であ
り、その病態を示す偽結核性腸炎（pseudotuberculous
enteritis）からParatuberculosis、あるいは発見者であるH. A.
Johneの名からヨーネ菌とも呼ばれる。遺伝学的性状が
Mycobacterium avium （鳥型結核菌）と類似していることから
鳥型結核菌の１亜種として命名されている。

Thorel MF, 1990. (12-0033)

反芻動物の慢性肉芽腫性腸炎（ヨーネ病）の原因菌。本病
は反芻動物において長い潜伏期間（６ヶ月〜数年）の後、持
続性の下痢、栄養状態の悪化による削痩等を起こし、やが
ては死に至る疾病である。ヨーネ菌は結核菌等と同じ抗酸菌
の一種であり、人工培地での発育が極めて遅く、培地上のコ
ロニーを観察するのに６週間以上を必要とする。また、本菌
は増殖にマイコバクチンを必要とする為、体外では増殖出来
ないが、環境中に排泄されたヨーネ菌は、長期間生存するこ
とが知られている。

Hermon-Taylor J.. 2004. (12-0011)
Johne's Information Center, home page.
2010 (12-0012)

ヒトの炎症性腸疾患（IBD）クローン病患者の病変部肉眼像
が牛のヨーネ病病変部と類似しており、クローン病患者の組
織、血液、乳汁等からヨーネ菌のDNA、あるいは生菌が分離
されるとの報告がある。さらに、クローン病患者ではヨーネ菌
に対する抗体が有意に高く、本菌に対する細胞性免疫が検
出されるとの報告もあり、クローン病とヨーネ菌の関連性が注
目されている。

Nakase H. 2006 (12-0019)
Naser SA. 2000 (12-0020)
Naser SA, 2004 (12-0021)
Olsen I. ,2009 (12-0024)
Suenaga K. 1995 (12-0029)
Suenaga K. 1999 (12-0028)

牛のヨーネ病は全世界的に流行している。
USDA APHIS homepage 2008 (12-0035)
Nielsen SS. 2008 (12-0022）

④国　内
牛のヨーネ病摘発頭数５００〜1000頭/年、農場単位として
の陽性率は２％以下と推計される。

動物衛生研究所ホームページ, 2009
(12-0039)

⑤海　外
ヨーロッパ諸国、米国における農場単位のヨーネ病陽性率
は１０〜60％との報告がある。

USDA APHIS homepage 2008 (12-0035)
Nielsen SS. 2008 (12-0022）

分類学的位置は、Mycobacteriaceae（科）、Mycobacterium
（属）、Mycobacterium avium （種）、Mycobacterium avium
subspecies paratuberculosis （亜種）とされている。鳥型結核
菌の中に含まれる抗酸菌の１亜種であり、各亜種間の遺伝
学的性状の類似性は極めて高いが、病原性が異なり、本菌
のみが反芻獣にヨーネ病を惹起する。

Thorel MF, 1990. (12-0033)

本来は細胞内寄生菌であり、in vitroで培養する為にはマイ
コバクチンを含む特殊な培地を使用して培養する必要があ
る為、通常は生体外では増殖出来ないとされている。しか
し、環境中での生残性は高く、水中や低温環境では１年以
上生存するとの報告がある。外界環境が菌の生存に不利な
状況となった際、休眠期（Dormancy）となり長期間生存し続
けるとの報告もある。

Whittington RJ ,2004 (12-0038)

遅発育性の抗酸菌であり、人工培地で増殖させる為には、
鉄代謝に必要なマイコバクチンを添加することが必須で、本
性状が菌の同定にも利用される。抗酸菌の分類法の１種で
あるRunyonの分類法では、III群：光不発色菌（光を当てても
色素を産生しない菌）に分類される。

Hermon-Taylor J.. 2004. (12-0011)
日本結核病学会ホームページ,2009
(12-0040）

情報なし
情報なし

IS900RFLP, VNTR, PFGE, SSR等、種々の遺伝子型別法が
報告されている。

Möbius P. ,2008(12-0017）
Sevilla I, 2008.　(12-0027）
Thibault , 2008. (12-0032)

調査項目

a微生物等の名称/別名

b
概
要
・
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景

①微生物等の概要

②注目されるようになっ
た経緯

③微生物等の流行地域

発生状況

⑤ファージ型

⑥遺伝子型

①分類学的特徴

②生態的特徴

③生化学的性状

④血清型

ｃ
微
生
物
等
に
関
す
る
情
報



反芻動物にヨーネ病を惹起する。ヒトではクローン病との関
連について、議論されているが、結論は得られていない。ヒト
がヨーネ菌に暴露されるルートとして、汚染された牛乳、乳
製品、肉、水などが想定されている。

Abubakar I. ,2008 (12-0001)
Alonso-Hearn M ,2009 (12-0002)
Behr MA. ,2008 (12-0005)
Buergelt CD, 2004 (12-0006)
Ellingson JL, 2005 (12-0007)
Feller M., 2007 (12-0009)
Mendoza JL., 2009 (12-0013)
Lidar M., 2009 (12-0015)
McClure HM, 1987 (12-0016)
Pierce ES., 2009 (12-0025)
Pineton de Chambrun G, 2008 (12-
0026)
Sigh AV., 2008 (12-0028)

情報無し
該当なし

反芻動物では、汚染された飼料、飲水による水平感染、胎
児感染など垂直感染がおこる。
反芻動物以外の野生動物から本菌が検出されたとの報告が
あるが、感染源としては不明。

Johne's Information Center, home page.
2010 (12-0012)
Beard PM. ,2001 (12-0004)

無し
該当なし

該当なし

該当なし
データなし
データなし

⑥潜伏期間 データなし
⑦発症期間 データなし
⑧症　状 データなし
⑨排菌期間 データなし
⑩致死率 データなし
⑪治療法 該当なし
⑫予後・後
遺症

データなし

該当なし

②温　度

生乳にヨーネ菌を含む感染牛の糞便を添加し、60〜90℃、6
〜15秒間の保持時間により加熱試験を実施したところ、72℃
6秒、70℃15秒以上の加熱後にはヨーネ菌は検出されな
かった。

Rademaker JL, 2007 (12-0027)

③ｐH
ｐH4、5、6におけるヨーネ菌の生残性を検討した結果、ｐHが
低い方がヨーネ菌の死滅率が高まる傾向が認められた。

Sung N. and Collins MT, 2000 (12-
0030)

④水分活性 データなし
63℃30分、あるいはそれと同様の加熱で死滅 五十君，2010 (12-0041）

1）ヨーネ菌培養検査法（寒天培地法、液体培養法）
2）遺伝子検査法（リアルタイムPCR検査、LAMP法）
3）抗酸菌ファージを用いたプラック法と遺伝子検査による
ヨーネ菌迅速検査法

Foddai A,　2008.　(12-0010）
動物衛生研究所ホームページ, 2009
(12-0039)

不明

⑧Ｅ　Ｕ
牛乳、チーズ、肉からのヨーネ菌検出報告はあるが実態は
不明

Eltholth.  2009 (12-0008）
Alonso-Hearn M, 2009 (12-0002)

⑨米　国 市販牛乳からのヨーネ菌分離報告例があるが実態は不明 Eltholth.  2009 (12-0008）

⑩豪州・
ニュージー
ランド

情報なし

汚染実態
（海外）

⑪我が国に
影響のある
その他の地
域

情報なし

評価実績なし
評価実績なし

③ＥＵ
欧州食品安全機関が追加措置をとらなかった場合の乳製品
製造に用いられる飼養動物の健康リスクに関する動物衛生
及び福祉に関する科学パネルの意見書を公表

欧州食品安全機関ホームページ, 2006
(12-0042)

⑨感染環

⑦病原性

⑧毒　素

⑩感染源（本来の宿主・
生息場所）

⑪中間宿主

d
ヒ
ト
に
関
す
る
情
報

①感染経路

②感受性集団の特徴

③発症率
④発症菌数
⑤二次感染の有無

症状ほか

ｅ
媒
介
食
品
に
関
す
る
情
報

①食品の種類

食品中で
の増殖・生
残性

⑤殺菌条件

⑥検査法

⑦汚染実態（国内）

ｃ
微
生
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に
関
す
る
情
報

汚染実態
（海外）

ｆ
リ
ス
ク
評

①国　内
②国際機関



④米　国

・2007-2009 Subcommittee: Assessment of the Food Safety
Importance of Mycobacterium avium  subspecies
paratuberculosis (MAP) --work is ongoing
・米国微生物学会よりヨーネ菌とクローン病との間に関連
(association)がありとする報告書が公開。

USDA, FSIS Home page ,2009 (12-
0037)
Nacy C. and and Buckley M. 2008 (12-
0018)

⑤豪州・
ニュージー
ランド

評価実績なし

該当なし
OIE:MULTIPLE SPECIES DISEASES IN LIST B OIE home page ,2009 (12-0023)

③ＥＵ
スエーデン、オーストリアではヨーネ病を法定伝染病として淘
汰による対策を講じている。

Khol JL. 2007 (12-0014)

④米　国

CFR Parts 71 and 80: Johne’s Disease in Domestic
Animals;
Interstate Movement. ヨーネ病と診断された牛の州間の移
動禁止に関する法
Voluntary Bovine Johne's Disease Control Program

USDA, APHIS Home page. 2000 (12-
0036)
USDA Program Standards 2006. (12-
0034)

⑤豪州・
ニュージー
ランド

オーストラリア:National Johne's Disease Control Program
(NJDCP)

Animal Health Australia home page,
2010 (12-0003)

ヨーネ病防疫：1)家畜伝染病予防法、2)同施行令、3)同施行
規則、4)家畜防疫を総合的に推進する為の指針（農林水産
大臣）、5）家畜防疫対策要領（農水省畜産局長通達）、6)牛
のヨーネ病対策要領（農水省消費・安全局長）
食品衛生関連：1）食品衛生法、2）乳及び乳製品の成分規
格等に関する省令、3）と畜場法.

厚生労働省ホームページ、2010 (12-
0043)
農林水産省ホームページ, 2010 (12-
0044)
と畜場法,　2007 (12-0045)

③ＥＵ, スイ
ス

ヨーネ菌とヒト疾患との関連性についての報告が多くなって
きたことを受け、将来両者の関連が明らかになることに備え
て、消費者のリスクを最小限にする為の方策に関する提言。

TAFS home page. 2009 (12-0031)

④米　国 情報なし  

⑤豪州・
ニュージー
ランド

情報なし

ヨーネ菌とクローン病の関連性に関する米国ウイスコンシン
大学Michael T. Collins博士の講演

Johne's Information Center, home page.
2010 (12-0012)
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１２. .ヨーネ菌感染症 （Mycobacterium avium subspecies paratuberculosis infection） 

 

1 ヨーネ病とは 

 

ヨーネ菌（Mycobacterium avium subspecies paratuberculosis）の感染によって引き起こされ

る反芻動物の慢性肉芽腫性腸炎で、発見者のドイツ人 H. A. Johne の名からヨーネ病、あるい

は そ の 病 態 を 示 す 偽 結 核 性 腸 炎 （ pseudotuberculous enteritis ） か ら パ ラ 結 核

(paratuberculosis)とも呼ばれます。本病は長い潜伏期間（６ヶ月〜数年）の後、持続性の下痢、

栄養状態の悪化による削痩等を起こし、やがては死に至る疾病です。ヨーネ菌は結核菌等と同

じ抗酸菌の一種ですが、人工培地での発育が極めて遅く、培地上のコロニーを観察するのに６

週間以上を必要とします。また、本菌は増殖にマイコバクチンという特殊な成分を必要とする為、

体外では増殖出来ませんが、環境中に排泄されたヨーネ菌は、長期間生存することが知られて

います。診断はヨーネ菌の培養検査、糞便の遺伝子検査、抗体検査およびヨーニン皮内反応

等により行われますが、本病の潜伏期間が数年に及ぶ慢性感染症である為に診断や有効な

防疫対策を講じることが難しく、世界中の多くの国で問題となっている重要な家畜疾病です。我

が国では年間 50 万頭前後の牛がヨーネ病の検査を受け、毎年 500〜1､000 頭がヨーネ病とし

て摘発されますが（図１）、諸外国でのヨーネ病の発生状況と比較すると、我が国におけるヨー

ネ病摘発率は極めて低い状況にあります。 

ヨーネ菌は当初反芻動物にのみ感染し病気を起こすと考えられていましたが、反芻動物以

外にもウサギ、キツネ、イタチ等にも感染することが明らかにされ 4)、サル（マカク、オナガザル

科）でのヨーネ病集団感染 17)やヒトの血液や乳汁からのヨーネ菌分離例が報告されています 19), 

20)。特に、ヒトの炎症性腸疾患のひとつであるクローン病の肉眼所見や病理学的所見がヨーネ

病と類似している点があることから、ヨーネ菌とクローン病の関連が疑われています 1), 5),13), 14), 15), 

24) 。 
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図 1. 牛ヨーネ病の年間摘発頭数の推移 

注：2008 年度の摘発頭数が前年度に比べて半減しているのは、2007 年 10 月に発生したヨーネ

病疑似患畜からの生乳出荷と当該乳が混入した恐れのある市販牛乳の食品衛生法に基づく

回収事例の為に、その後のヨーネ菌培養検査が多くの都道府県で停止されていることによる。 

 

２ リスクに関する科学的知見 

 

（１） 疫学 

 

牛がヨーネ病に感染すると臨床的に発症する前から糞便中にはヨーネ菌が排菌されます。ま

た、感染牛の乳汁からもヨーネ菌が検出され、病状が進行した牛では血液や筋肉からもヨーネ

菌が分離されます 6), 7)。ヨーネ病は糞便中や乳汁中に排菌されたヨーネ菌によって感染が広が

ります。特に、感染している母牛から子牛への母子感染が重要な感染ルートであると同時に、ヨ

ーネ病には年齢による感受性の違いがあるとされており、幼弱な時期に感染するほど将来ヨー

ネ病を発症する可能性が高くなるとされています 32)。 

ヒトがヨーネ菌に暴露されるルートとして、ヨーネ菌に汚染された牛乳 10)、それを使用した乳

製品 12)、ヨーネ菌に汚染された精肉 2), 3)、あるいは汚染された飲用水等を介するルートが考えら

れます 23)。ヨーネ菌は我が国の生乳の殺菌条件である 63℃、30 分間の加熱で死滅しますが 33)、

諸外国の生乳の殺菌条件だと殺菌されない菌が残るとの報告があります。実際に、英国や米

国での市販牛乳のヨーネ菌汚染状況の調査では、検出率は低いもののヨーネ菌の生菌が検出

されたとの報告があります 10)。さらに、チーズからのヨーネ菌検出、と畜場に出荷された牛の横

隔膜からヨーネ菌の分離報告 2)など、食品へのヨーネ菌汚染に関する報告が諸外国では見受
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けられます 11)。 

 

（２） 我が国における食品の汚染実態 

 

我が国では食品に関するヨーネ菌汚染の調査は行われていません。しかし、農場のヨーネ病

感染率が高い諸外国に比べ、我が国では乳牛のヨーネ病罹患率が極めて低いこと、家畜伝染

病予防法によりヨーネ病の摘発淘汰を進めており、さらに、食品衛生法の乳等省令で定められ

た我が国の生乳の殺菌条件ではヨーネ菌は死滅することから、国内産の牛乳や乳製品につい

てヨーネ菌が検出される可能性は極めて低いと考えられます。 

 

３ 諸外国および我が国における最近の状況等 

 

（１） 諸外国の状況 

 

米国微生物学会は 2008 年に委員会報告としてヨーネ菌とクローン病には関連があると公表

しました。この関連については、病原因子か、増悪因子か、単なる共存因子なのかを今後究明

することが重要であるとしています 8)。また、最近のインドからの報告では、ヨーネ病に罹患した

山羊の群を世話している動物管理者にクローン病が高率に発生するとの報告があります。これ

までは、クローン病とヨーネ菌に関して、畜産従事者、獣医師や食肉業従事者には疫学的関連

性は無いとされていましたが、インドからの報告は疫学的関連性を示す初めての報告です 29)。

さらに、クローン病患者の腸組織からヨーネ菌を含む抗酸菌に対して応答する T 細胞も見出さ

れており、クローン病ではヨーネ菌に対する細胞性免疫が誘導されることも示唆されています

21)。 

クローン病以外のヒトの疾患においてヨーネ菌との関与を疑う報告が諸外国ではあります。

報告数は未だ多くはありませんが、以下のような疾患との関連が疑われています。 

1）1 型糖尿病（type-1 diabetes mellitus）22, 25, 27, 28)  

2）過敏性腸症候群（irritable bowel syndrome）26） 

3) 橋 本 甲 状 腺 炎 （ Hashimoto's thyroiditis ） 、 メ ル カ ー ソ ン ・ ロ ー ゼ ン タ ー ル 症 候 群

（Melkersson–Rosenthal syndrome）16） 

 

（２） 我が国の状況 
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ヨーネ菌とクローン病の関連性について国内では遺伝子検査や抗体検査による研究報告が

あり、遺伝子検査ではヨーネ菌が検出されない 9)、検出されたが健康な対照者でも検出される

等 31)、ヨーネ菌とクローン病の関連性を示す結果は得られていません)。抗体検査では、クロー

ン病患者ではヨーネ菌に対する抗体が有意に高かったと報告され 18, 30)、両者の関連性が示唆

されています。特に、ヨーネ菌 IS900 の遺伝子組換え抗原を用いた ELISA による検査では、クロ

ーン病患者 50 人中 24 人（48％）において IgG 抗体が陽性であったのに対して、腸結核患者で

は 20 人中 4 人（20％）が陽性、潰瘍性大腸炎患者 40 人および対照者 44 人では全て陰性であ

ったと報告されています 18)。 
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はじめに 

 

近年における食生活の高度化と多様化、さらにグローバリゼイションの進展により世界

での人の交流や食品の交易が益々盛んとなってきており、また、国民の食生活の環境変化

に伴って消費者からの食の安全と安心の確保への要望は一層高まってきている。特に近年

においては、主として畜産製品の輸入が増加することに伴って、食品を媒介とする感染症

の不安が高まっている。近年に経験した食品媒介感染症としては、病原体による食中毒の

みならず、病原性ウイルス、細菌、寄生虫のほかプリオンによる疾病が報告されており、

疾病によっては社会的・経済的混乱をひきおこしている。 

食品を媒介とする感染症については、国際的に輸送手段が発展することにより病原体の

拡散の早さと範囲の拡散が助長されて、病原体のグローバリゼイションや新興・再興疾病

が心配されている。 

そうして、食品媒介感染症を中心とした食品の安全性の確保のためには、これらの媒介

感染症の科学的知見（データ）を集積・分析するとともにその情報を関係者に的確に提供

して、誤った情報の独り歩きを防ぐとともに消費者の不安を除去することが重要となる。 

そのため、関連する人獣共通感染症と内外における発生の情報、媒介食品と関係病原体

との関連、食品によるリスク評価又は対策を調査の重点とした。 
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第 I 章 調査の概要 

 

1. 食品により媒介される感染症等の動向 

温暖化など地球的規模の気候変動や世界の人口増加、特に開発途上地域での急激な増加、

また、輸送手段が進展することに伴って病原体が国をまたがって伝播し、食品により媒介

される感染症は増加の傾向にあって、それらのことが人の健康の大きな脅威となっている。

この傾向は今後とも拡大を伴いながら続くものと考えられ、食品の安全性の確保の面から

見逃すことの出来ない状況にある。また、これらの疾病のうち BSE や鳥インフルエンザな

ど、すでに国際的に経験したようにヒトや動物での疾病の発生に伴って社会・経済的な混

乱を起しかねないものも含んでいる。 

これらのことの重要性は、人へ影響を及ぼす病原体の 60％は人獣共通感染症であり、新

興（再興）疾病と認められるもののうち 75％は人獣共通感染症であること、バイオテロリ

ストに使用される可能性のある病原体の 80％も同じく人獣共通感染症であること（WHO）か

ら、今後とも当該疾病の動向には目が離せないところである。  

 

2. 食品媒介感染症の発生要因とリスク分析の重要性 

食品媒介感染症は、その食品の生産から販売、消費者による加工調理にいたる一連（from 

farm to fork）のあらゆる要素が関連してくる。そのために食品の安全確保にあたっては、

それぞれの段階における発生要因を把握しておいて、そのリスクを分析することが極めて

重要な対応となる。病原体等のもつ病因的情報、人への感染経路、病原体と媒介食品に関

する情報を的確に把握するとともに、特に畜産物を中心とする食品は国内生産によるもの

ばかりではなく、輸入によるものも多くあることを認識して、国の内外における状況の把

握に努める必要がある。そうして食品の主な提供先であるトレード・パートナー国や欧米

などの先進諸国での汚染状況、リスク評価、対応のためにとられた種々の規格・基準、そ

れらをもとにしたリスク管理の方法を把握のうえ、国内でのリスク分析に資することは、

食品の安全性の確保に係る不測の憶測を取り除き、また、関連食品を摂取することによる

国民の生命・健康への悪影響を未然に防止するうえで重要な要因となる。  

 

3. 調査の方法 

こうした状況の下に、今回の「食品により媒介される感染症等に関する文献調査」  は、

25 疾病を対象に食品により媒介される感染症病原体の特徴などの情報、ヒトの生命・健康

に及ぼす悪影響等の情報及び媒介する食品などについての文献収集とし、関連する病原体

に関するデータなどを抽出・整理して情報整理シートに沿ってまとめるとともに消費者か

らの照会や緊急時の対応などに活用できるようにファクトシート（案）に沿ったとりまと

めを行ったものである。 

調査にあたっては、調査事業を受託した（社）畜産技術協会において専門的知識・経験

を有する要員を配置して総合的な調査実施計画案を樹立し調査実施体制を整備するととも

に、食品により媒介される感染病原体など対象分野で本邦の最高の学術陣営と考えられる

陣容から調査検討会の委員（８名）とさらに関連する病原体などの専門家（21 名）に委嘱

して、これらの専門家グループから貴重な意見を聴取することによって調査結果をとりま
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とめた。  

 

表 1. 「食品により媒介される感染症等に関する文献調査」事業の検討会委員（8 名） 

（五十音順） 

氏  名 所  属 

内田 郁夫 農研機構、動物衛生研究所、環境・常在疾病研究チーム長 

岡部 信彦 国立感染症研究所、感染症情報センター長 

柏崎  守 （社）畜産技術協会 参与 

◎熊谷  進 東京大学大学院農学生命科学研究科教授、食の安全研究センター長 

品川 邦汎 岩手大学農学部 特任教授 

関崎  勉 東京大学大学院農学生命科学研究科、食の安全研究センター教授 

山田 章雄 国立感染症研究所、獣医科学部長 

山本 茂貴 国立医薬品食品衛生研究所、食品衛生管理部長 

◎座長 

 

表 2. 「食品により媒介される感染症等に関する文献調査」事業の専門家 （21 名） 

（五十音順） 

氏 名 所 属 

秋庭正人 動物衛生研究所 安全性研究チーム主任研究員 

石井孝司 国立感染症研究所 ウイルス第二部五室長 

伊藤壽啓 鳥取大学 農学部教授 

今田由美子 動物衛生研究所 動物疾病対策ｾﾝﾀｰ長 

上田成子 女子栄養大学 衛生学教室教授 

大仲賢二 麻布大学 微生物学研究室 助教 

加来義浩 国立感染症研究所 獣医科学部 第二室 主任研究官 

金平克史 動物衛生研究所 人獣感染症研究チーム研究員 

川中正憲 国立感染症研究所 寄生動物部 再任用研究員 

木村 凡 東京海洋大学 海洋科学部 食品生産科学科 教授 

志村亀夫 動物衛生研究所 疫学研究チーム長 

武士甲一 帯広畜産大学 畜産衛生学教育部門 教授 

多田有希 国立感染症研究所 感染症情報センター 感染症情報室長 

田村 豊 酪農学園大学 獣医学部教授 

筒井俊之 動物衛生研究所 疫学研究チーム上席研究員 

中口 義次 京都大学 東南アジア研究所 統合地域研究部門 助教 

中野宏幸 広島大学大学院生物圏科学研究科 教授  

萩原克郎 酪農学園大学 獣医学部教授 

林谷秀樹 東京農工大学 共生科学技術研究院 動物生命科学部門准教授 

三好 伸一 岡山大学 大学院医歯薬学総合研究科 教授 

森 康行 動物衛生研究所 ヨーネ病研究チーム長 
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4. 調査の内容と成果の要約 

食品を媒介とする感染症については、その原因となる病原体によりウイルス、細菌、寄

生虫に仕分けて文献調査した。感染症の原因とされるものは人獣共通感染症の特徴からそ

の多くは動物又は畜産食品、又は 2次汚染物品を媒介とするものであった。   

こうした食品を媒介とする感染症については、農場の生産段階でのバイオセキュリティ

の確保がもっとも要求されるところであるが、その後の流通・加工段階乃至は食卓に上る

前の低温処理や適切な調理によってそのリスクが大きく軽減できる疾病（例：鳥インフル

エンザ）もある。 

しかしながら、どの例をとってみても 2 次汚染は感染症の伝播を進める原因となること

から食品など経口感染のリスク軽減のために注意を払う必要がある。このためにも動物の

生産現場でのチェック及び対応（法令とその実施；例えば家畜の生産段階における衛生管

理ガイドラインの策定とその徹底など）と流通段階における衛生管理の推進（と畜場・食

鳥処理場での対応を含む）と消費者への啓蒙・啓発が要求されるところである。 

また、病原体によっては、毒素を生産することにより食中毒を引き起こすもの（例：黄

色ブドウ球菌）や芽胞を形成して自然界に常在するもの（例：セレウス菌）、さらに自然界

ではダニと野生動物との間で感染環を成立させるもの（例：コクシエラ菌）もあって、病

原体の特性を十分把握してリスク評価することが重要である。 

食品を媒介とする感染症については、多くの場合、生産・流通・食卓の前の段階での徹

底した衛生管理が必要である。一方、内外ともにリスク管理に最大限の努力が払われてい

るが、感染に関連する要素の多様性からリスク管理の難しさに直面していることを文献調

査からもうかがい知った。リスク管理を徹底するために、法令による疾病発生の届出義務

を含む措置、さらには消費者への啓蒙・啓発によりリスクの軽減を図ることが重要である

ことが認識された。例えば、疾病の発生に伴う農場からの生産物の出荷停止（例：鳥イン

フルエンザ）、汚染・非汚染動物群の区分処理（例：カンピロバクター）、HCCP による製造

管理（例：黄色ブドウ球菌）や病原体についての食品健康影響評価のためのリスク・プロ

ファイルなどの提供（例：サルモネラ菌）により、リスクの軽減に大きく貢献している事

例も見られ、今後の食品を媒介とする感染症対策に重要な示唆を与えてくれた。 

そうして、食品媒介感染症による食品健康への影響を未然に防ぐためには、当該感染症

の病原体等のもつ病原性、感染環、感染源などの特性、人での感染経路、発症率、関係食

品の種類、2次感染の有無、殺菌の条件、内外における汚染の実態等の情報の整理、さらに

内外におけるリスク評価や規格・基準の設定状況、リスク管理措置を対象疾病毎に整理す

ることが極めて重要であることが一層認識された。  




